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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部：土木建築部

丹後海と星の見える丘公園づくり推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規・継続１７０，０００千円

１ 目 的

自然と共生する未来の暮らしの体験や学習等、地球環境と共生するライ

フスタイルを学ぶことができる公園として、供用開始に向けた公園整備を

行うとともに、指定管理者による供用後の適切な維持管理や体験学習教室

の開催、府民参加による新たな公園施設の整備に取り組み、「成長・発展

する公園」として府民の参加と交流を推進する。

２ 第１期供用開始時期

平成１８年８月目処

３ 事業内容事 業 内 容

事 項 区分 予算額 概 要

公園の供用開始に向けて、公園千円

継続 118,000 管理及び利用者の安全確保を図る公 園 整 備 費

ために必要な整備を実施

目 的 公園の基本コンセプトの「府民

参加・手づくり」を実践するた府民参加推進費 新規 27,000
対 象 め、府民参加型の手法により公園

施設の整備を実施

方 法 等

指定管理者による公園の維持管

新規 25,000 理及び「地球環境」を主要なテー公 園 管 理 費

マとした体験学習教室の実施

＜公園の概要＞

名 称 京都府立丹後海と星の見える丘公園（丹後エコパーク）

△

所 在 地 宮津市字日置・里波見地内

△

約１４１ｈa（うち開園面積約４０ha）

△

面 積

主要施設

△

セミナーハウス棟（研修室、食堂等）、宿泊棟、風呂棟、エネルギー

棟、カフェ（軽食、物販コーナー等）、芝生広場、展望テラス等

企画総務課 事業推進室 事業推進担当 075-414-4372
担当課・係名 課・係電話番号

公園緑地課 建設係 075-414-5273

企画環境 － １



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

行 政 経 営 品 質 向 上 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１６，０００千円

１ 目 的

より大きな府民満足を目指す行政運営の確立（⑯～実施）

２ 事業内容

下記取組により、職員一人ひとりが主体的に具体的業務において改善

行動に取り組み始めるレベルに到達することを目指す。

１．オフサイトミーティング（⑯～） ２，０００千円事 業 内 容

(1) 対話推進者の主導で各部局において「各部局の存在意義」等をテー

マとしたオフサイトミーティング（気楽にまじめな話し合い）の開催

(2) 対話推進者を対象とした対話推進能力向上プログラムの提供及び課

室レベルの対話推進者の養成等

目 的

２．セルフアセスメント体制整備 １４，０００千円

対 象

(1) セルフアセッサー養成研修（⑯～） １０，０００千円

方法等 府民の視点から行政経営のプロセスを見直し、価値を創造し続ける

セルフアセスメント体制の要となる認定セルフアセッサーを養成

：希望者 約５０人対 象

(2) 所属長への改革・改善支援プログラム（⑰～） ４，０００千円

第一線の現場指揮者（課長級以上）が、府民本位の考え方の実践の

ため、職場や職員の改革・改善を支援するために必要な心構えや改革

プロセスの作り方を習得

：課長級以上 約４８０人（３年間で対象者全員受講予定）対 象

担当課・係名 経営戦略室 課・係 電話番号 075-414-5743

企画環境 － ２



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

京 都 学 生 祭 典 開 催 助 成 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続５，５００ 千円

１ 趣 旨

京都の活性化を推進するため、京都に学ぶ学生が力を合わせ、行政、

経済界、府民とも連携して、「京都の学生文化」や「学生の熱気溢れる

大学のまち」を全国に発信する「京都学生祭典」の開催に対して助成

する。

２ 概 要

（時 期） 平成１８年１０月

事 業 内 容 （会 場） 平安神宮境内、岡崎公園周辺道路、岡崎グランド等

（主 催） 京都学生祭典実行委員会（学生組織）

（共 催） 京都学生祭典組織委員会

京都府、京都市、京都商工会議所、(社)京都経済同友会

(財)大学コンソーシアム京都、京都学生祭典実行委員会代表

（内 容） 京都の活性化を推進するため、「おどり」を軸に積極的な府

目 的 民参加を図りながら、京都三大祭に次ぐ新しい祭りとして定着

することを目指し、以下の企画を展開する。

対 象 オープニング

おどりコンテスト企画、

方法等 キョウト・ステューデント・ミュージック・アワード

ドリーム・オーケストラ

縁日＠京都学生祭典

グランドフィナーレ・総おどり 等

（詳細は、実行委員会により今後決定される。）

担当課・係名 企画参事（計画・府民参画担当） 課・係 電話番号 075-414-4348

企画環境 － ３



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

文 化 庁 関 西 拠 点 構 想 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規１，０００ 千円

１ 趣旨・目的

関西は、日本文化の発祥の地であり、とりわけ京都は、茶道・華道等の

生活文化などが今日もなお深く日常生活の中に浸透し、地域社会や産業・

経済等が文化の厚い層の上に成り立つ全国でも稀な地域である。

こうした関西、京都が有する優れた地域特性（＝文化力）を活かし、関

西から新たな日本文化を創生していくため、日本の文化を見据えた国の文

化戦略として文化庁の機能と役割を拡充・強化した「文化庁関西拠点」の

事 業 内 容 設置を政策提案してきており、さらにその具体化のための取組を推進す

る。

２ 拠点における想定機能・役割等

◆ 「文化力」を活用した日本文化の発信や国際文化交流の推進

目 的 ・河合文化庁長官が提唱した「関西元気文化圏」を発展具体化

◆ 文化財防災等の推進

対 象 ・国宝・重要文化財等の防災に向けた取組等

◆ 他省庁等との連携

方法等 ・文化の力を活かした国際観光

・文化財を活かしたまちづくり

・文化財を支える伝統産業の活性化・人材の育成 等

３ 取組内容等

① 拠点における機能・役割等に関する調査・検討・提案

② 設置意義アピールのためのシンポジウムの開催等

③ 京都設置のための要望、関係地方自治体との連携等

担当課・係名 企画参事（総括） 課・係 電話番号 075-414-4341

企画環境 － ４



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

関西首都機能代替（バックアップ）エリア構想推進費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規１，０００千円

１ 趣旨・目的

大規模災害等により首都圏が壊滅的な被害を受け首都中枢機能が麻

痺した場合、日本国全体が混乱に陥り、京都府の経済及び府民生活に

も大きな影響を及ぼすこととなる。

これを防ぐためには、様々な面において首都圏に次ぐ位置にある

『関西』を国が首都中枢機能を代替する地域として位置付け、必要な

措置をとるよう働きかけることが有効である。

事 業 内 容 その実現に向けて必要となる具体的な調査・検討を行い、国等に対し、

提案活動等を実施する。

２ 事業内容

以下の項目についての調査・検討を行う。

目 的 （１）関西が保有する施設等の首都中枢機能の代替可能性

（２）課題及びその解決方法

対 象

３ 実施体制

方法等 京都府、大阪府、兵庫県の３府県共同で実施予定。

担当課・係名 企画参事（政策） 課・係 電話番号 075-414-4344

企画環境 － ５



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

関西科学技術セミナー開催費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規１，０００千円

１ 目 的

科学技術政策や関西における科学技術振興のための具体的な方策等に

ついて議論し、関西からの積極的な政策提言や発信を行う「関西科学技

術セミナー」を開催し、地域の活性化や科学技術創造立国の推進に資す

る。

２ 事業内容

事 業 内 容 (1) 主 催

京都府、関西サイエンスフォーラム（関西経済同友会）等

(2) 開催時期及び会場

平成１８年１１月 学研都市内の大学、けいはんなプラザ等

(3) 内 容

目 的 ① 基調講演、パネルディスカッション

② 立地研究機関の視察

対 象

３ その他

方 法 等 平成８年度から開催（初回兵庫県）。１７年度は大阪府で開催

担当課・係名 文化学術研究都市推進室 企画係 課・係 電話番号 075-414-5194

企画環境 － ６



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

学研都市発新産業創出・交流推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続２０，０００千円

１ 目 的

知的クラスター創成事業等の研究成果の事業化や国際研究交流等を推

進し、学研都市発の新産業創出を総合的に展開する。

２ 事業内容

① 知的クラスター等事業化推進

事 業 内 容 ② 産学公住連携推進

③ 中小・ベンチャー企業支援・育成

④ 学研都市研究・産業施設立地促進

⑤ 広域クラスター形成促進

⑥ 国際サイエンスシティ交流促進

目 的

３ 推進体制対 象

○ ｢けいはんな新産業創出・交流センター運営協議会｣（京都府、大阪

方 法 等 府、奈良県、地元市町、関経連、日本政策投資銀行、学研都市推進機

構、㈱けいはんな等で構成）を組織

○ けいはんなプラザ内に推進拠点｢けいはんな新産業創出・交流セン

ター｣を設置

担当課・係名 文化学術研究都市推進室企画係 課・係 電話番号 075-414-5194

企画環境 － ７



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

けいはんな新産業フロンティア創出事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続２６，０００千円

１ 目 的

学研都市に集積する研究開発資源を活用した中小・ベンチャー企業に

よる新産業創出のための事業化プロジェクトを支援し、京都府内の産業

振興、産業経済の発展を図る。

２ 事業内容

事 業 内 容

支援対象者 京都府内に本社又は学研都市に研究所を置く中小企業等

支 援 対 象 ○学研都市に立地する大学、研究所、企業等の文化学術

研究の成果を活用した事業化

目 的 ○学研都市に立地する大学、公的研究所等と連携した取

組

対 象 ○知的クラスター創成事業の「ヒューマンエルキューブ

分野」に関連するテーマ等

方 法 等

支 援 内 容 ○１グループに対し、対象事業費の２／３以内で、３か

年・１５，０００千円を上限に支援

○１６・１７年度に採択した事業（６件）を継続支援

担当課・係名 文化学術研究都市推進室 企画係 課・係 電話番号 075-414-5194

企画環境 － ８



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

射 撃 場 土 壌 対 策 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続６８８，０００ 千円

１ 目 的

京都府射撃場の排水中から環境基準を超える鉛が検出されたため

抜本的な対策として、汚染土壌を撤去し処理する。

２ 事業内容

場内の鉛散弾と汚染土壌を回収し、汚染土壌処理施設等において

事 業 内 容 適正に処理する。

３ 全体計画

○期 間：１７～１８年度

目 的 ○経 費：約１０億円

対 象

方 法 等

担当課・係名 スポーツ生涯学習室 スポーツ振興担当 課・係 電話番号 075-414-4252

企画環境 － ９



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

山陰本線複線化整備事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２，２１４，０００千円

１ 目 的

「京都縦貫幹線鉄道」の幹線路線として、また、大都市交通線として

重要な役割を果たしているＪＲ山陰本線京都～園部間の複線化を図り、

府民の利便性向上及び地域振興に資する。

また、複線化整備に合わせ、沿線市において実施される駅舎整備事業

に対して補助することにより、より一層の利便性向上を図る。

２ 事業内容

事 業 内 容 山陰本線複線化整備事業費

▲

［全体計画概要］

目 的

対 象

方 法 等

［期待される整備効果］

・列車本数の増発

・所要時分の短縮

・快速列車の増発

・上り下りで均衡のとれたダイヤ設定

亀岡駅舎・嵯峨嵐山駅舎橋上化等整備補助金

▲

担当課・係名 交通対策課 計画係 課・係 電話番号 075-414-4361

企画環境 － 10

概算事業費 予定工期

複 6.7km京都 京 都～二 条
市域 花 園～嵯峨嵐山

２０７億円 平成15年度線 府域 馬 堀～園 部 16.1km ～
平成20年度化 京都市域 ８６億円

計 22.8km （目途）府 域１２１億円

信号・分岐器等連動装置改良、変電所改良、
乗継ぎ・追越し設備設置 等

駅 名 補助対象事業者 補助率

亀 岡 駅 亀岡市
１／３

嵯峨嵐山駅 京都市



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

京都市高速鉄道建設促進支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続３０３，２０５ 千円

１ 目 的

京都市高速鉄道の建設促進により、府民の利便性の向上を図る。

２ 事業内容

（単位：千円）

補 助 金 額 備 考
事 業 内 容 補助対象

事 業 者

延 伸 区 間 京 都 市 200,000 区間：二条～天神川

目 的 東西線

平⑦～⑨の府貸付金の

償還金に対する補助
対 象 三セク区間 103,205京都高速鉄道(株)

方 法 等

※ 府補助 昭56 ～

担当課・係名 交通対策課 整備係 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続８６，９１６ 千円

１ 目 的

鉄道駅舎及びその周辺地区におけるバリアフリー化を一体的に促進し、

高齢者・身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化を図るた

め、その中心となる鉄道駅舎を対象に、国庫補助制度と協調し、関係市

町村（京都市）とともに、鉄道事業者等が行うバリアフリー化事業に対

して補助する。

（単位：千円）事 業 内 容 ２ 事業内容

事 業 者 対象駅 事 業 内 容 補助金額

烏 丸 ・障害者対応型トイレ ７，０００
目 的

対 象 阪 急 電 鉄 ㈱

・障害者対応型
エレベーター

方 法 等 河 原 町
５５，０００・障害者対応型トイレ

・スロープ
京阪電気鉄道㈱ 伏 見 稲 荷 ５，８３３

・改札口拡張
・障害者対応型トイレ

東海旅客鉄道㈱ 新幹線京都 ・障害者対応型 １９，０８３
エレベーター

計 ８６，９１６

担当課・係名 交通対策課 整備係 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

地下駅火災対策施設整備事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５３，３３３ 千円

１ 目 的

公共交通の安全性向上が求められている中、府民の安心・安全を守る

立場から、平成15年２月に韓国において発生した地下駅火災事故を機に

創設された国庫補助制度と協調し、鉄道事業者に対し、地下駅における

火災対策施設に係る整備費の一部を補助し、利用者の安全を確保する。

２ 事業内容

事 業 内 容

事 業 者 対 象 駅 整 備 項 目 整備予定年度

烏 丸 排 煙 設 備 ⑱～⑲

阪 急 電 鉄 ㈱

目 的 河 原 町 〃 ⑱～⑳

対 象

【参考】国庫補助制度の概要

方 法 等 〇補助対象

排煙設備 ﾎｰﾑ、ｺﾝｺｰｽ、事務室等に排煙設備がない場合

避難通路 地上への避難通路が一経路しかない場合

〇補助率（負担割合）

国 １／３

地方公共団体 １／３

うち府 １／６

事 業 者 １／３

担当課・係名 交通対策課 計画係 課・係 電話番号 075-414-4361
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

生 活 交 通 ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 支 援 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続３９７，６００ 千円

１ 趣 旨
「府中北部地域公共交通ネットワークの今後のあり方」（中間まとめ）の
考え方を基本に、市町村や事業者に対する支援制度はしっかり継続しなが
ら、利用者(住民)最適の、より便利で効果的・効率的な生活交通ネットワ
ークを構築する。

２ 事業内容

５９，９００千円◎ ○ 新たな生活交通構築支援臨

①新たな取組支援（⑰～⑲） （５０，０００千円）
市町村事 業 内 容 従来の支援に加えて、地域の活性化や事業の経営改善を目的とする

の新たな「利用促進事業」等に補助 （ ）

·

従来の支援策は路線の赤字補てんが中心

事業費の利用者補助や総合交通マップの作成、公共交通活

１／２取組 用イベント等、市町村の新たな「利用促進事業」

→ 府補助金の減少成果が
目 的

事業 需要に応じた交通手段に転換（ ､ ﾊﾞｽ ﾀｸｼｰ）さ例 乗合 乗合
生じた場合には、事業費れた場合に取組まれる上記事業（転換定着事業）
の３／４を上限に上乗せ

対 象
(例)

生活交通として早期に対応すべき設備・施設等の
改善 など

方 法 等

②「京都交通」幹線暫定支援（⑰～⑱） （９，９００千円）
市町村負担額の軽減

２９，０００千円◎効率的バス運行調査検討補助

小型バスや乗合タクシー(デマンド運行等)の活用を含め、最も効果的・
効率的なコミュニティバス運行体系の確立を支援
・新たな形態のコミュニティバス等を支援（府1/2、市町村1/2）
これらが、国庫事業採択の場合、府は上乗せ支援・

(国1/2、府1/4、市町村1/4)

５２，５００千円◎車両購入費補助等

・小型バスや乗合タクシーの活用等、最も効果的・効率的な運行形態が
実現できるよう、市町村バス等の車両購入費補助

（※併せてバリアフリー化促進）・乗合バス事業者に対する府単独補助 など

２５６，２００千円◎その他「路線維持費」等

３ 新たな取組（17年11月～18年９月）
「分かりやすく、使いやすい公共交通ネットワーク実現会議（丹後地域）」
を設置し（17年11月）し、丹後地域全体の公共交通ネットワークを利用者
（住民）最適のものに改善
・平成18年９月（目標） 「改善実行計画」まとめ → 実行

担当課・係名 交通対策課 生活交通対策プロジェクト 課・係 電話番号 075-414-4360
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市町村の創意工夫

をバックアップ

市町村の主体的

確保策を支援

需要に応じた

小型車両の導入



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

関西国際空港集客・利用促進事業分担金事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１０，０００ 千円

１ 目 的

空港間競争が激化する中、国家戦略として複数滑走路整備が急務である

関西国際空港については、現在２期工事として２本目の滑走路を２００７

年（平成１９年度）供用開始に向け、整備が進められている。

整備後の更なる利用促進を図るため、関西国際空港全体構想促進協議会

及び関西国際空港株式会社が連携して行う「関西国際空港集客・利用促進

事 業 内 容 事業」について、関西圏の一員として事業費の一部を負担する。

２ 支 出 先

目 的 関西国際空港全体構想促進協議会

対 象

３ 事業内容

方 法 等

関空をｹﾞｰﾄｳｪｲ ﾋﾞｼﾞｯﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｷｬﾝﾍﾟｰﾝとの連携、関空発着旅行商品

とする観光振興 への協力・協賛、国際会議等を活用した関空・関西PR

ｲﾍﾞﾝﾄの連続開催（夏休み期間中等）、関空連絡橋の
集客・来島促進

通行料割引、交通ｱｸｾｽ割引への支援 等

就航奨励一時金制度
関空新規路線の

開設・就航促進

そ の 他 経済団体による宣伝事業

担当課・係名 交通対策課 計画係 課・係 電話番号 075-414-4361
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

企画環境部・土木建築部

交 通 需 要 管 理 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続３，０００ 千円

１ 趣 旨

豊かな都市圏・交通・環境をめざして、従来からのハード整備に加え、

ソフト施策を組み合わせた「交通需要管理（ＴＤＭ）」を推進する。

２ 事業内容及びスケジュール

年 度 内 容

事 業 内 容

交通需要管理推進の枠組みづくり

・「京都府交通需要マネジメント推進会議」、「京都府⑯

ＴＤＭアドバイザー会議」の設置

・「京都府交通需要マネジメント施策基本計画」策定

目 的

交通需要管理の実施計画づくり

対 象 ・「 プラン」策定⑰ 京都府交通需要マネジメント施策推進

・社会実験の実施 等

方法等

交通需要管理施策の本格実施

・公共交通への利用転換施策の実施⑱

・社会実験の評価

＜交通需要管理の検討を進めていく地域＞

京都都市圏（主に都市部と周辺部を往き来する交通）

交通対策課 交通需要管理推進担当 075-414-5143

道路計画室 計 画 担 当 075-414-5248

担当課・係名 〃 街 路 担 当 課・係 電話番号 075-414-5331

道路建設室 安全・指導担当 075-414-5262

都市計画課 計 画 係 075-414-5328
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

環境経済学世界大会開催支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１，０００ 千円

１ 目 的

地球温暖化防止をはじめ地球規模での持続可能な社会の形成に向

けた理論や政策に関する世界中の研究者等が一堂に会する「第３回

環境経済学世界大会」の京都開催に合わせて、府民向け公開セッシ

ョンを実施し、府民の環境意識の向上を図る。

２ 事業内容事 業 内 容

○府民向け公開セッションの開催

世界大会の開会に合わせたオープニングセッションとして、府

民向けに「京都議定書」をテーマとして、大会に参加する世界的

に著名な研究者等による講演やパネルディスカッションを実施。

目 的 ・主 催：世界大会組織委員会、京都府 ほか

・定 員：府民等 １,０００人（同時通訳付き）

対 象

方法等 ＜参 考＞

「第３回環境経済学世界大会の概要」

▲

・日 程：平成18年７月３日（月）～７日（金）

・会 場：国立京都国際会館

・テーマ：「持続可能な社会の環境資源経済学」

・主 催：第３回環境経済学世界大会組織委員会

（委員長：佐和隆光 京都大学経済研究所長）

・参加者：国内外の研究者1,200人

・その他：４年に１度開催。第１回はベニス（イタリア）、

第２回はモントレ（アメリカ）で開催されており、

アジア地域での開催は今回初めて。

担当課・係名 環境政策室 企画担当 課・係 電話番号 075-414-4704
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

産業廃棄物発生抑制等促進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規・継続６０，０００ 千円

１ 目 的

京都府産業廃棄物税条例に基づく税収を活用し、産業廃棄物の発

生抑制やリサイクルに対する取組を促進するとともに、環境産業の

育成にもつなげる。

２ 事業内容

事 項 [予算内訳] 概 要

(1) 産業廃棄物減量・リ事 業 内 容

サイクル促進事業

■産業廃棄物の減量化・リサイクルの推①産業廃棄物減量・リ

進に際し、社会に求められている技術サイクル戦略推進費

・施設の検証を行い、今後の産業廃棄

目 的 [7,500千円] 物の減量・リサイクル戦略を推進

■大学・企業との産学共同による産業廃②産業廃棄物減量推進

対 象 棄物の減量化･リサイクルシステム等の事業

技術開発､産業廃棄物を使用した商品の

方法等 [21,000千円] 開発等に対する補助

■事業者や処理業者が行うリサイクル施③産業廃棄物再資源化

設整備に対する補助施設整備促進事業

[20,000千円]

■リサイクル市場の拡大を目指すグリー(2) リサイクル型社会活

ン購入の普及促進と京都版環境ラベル性化等支援事業

制度導入のための研究

■企業におけるゼロエミ シ ン活動を育成･ッ ョ

[6,000千円] 支援するため､環境アドバイザーの派遣等

■企業・事業者向けに、産業廃棄物処理(3) 産業廃棄物処理･ﾘｻ

情報としてホームページで提供するたｲｸﾙ情報ﾈｯﾄﾜ ｸｻｰﾋﾞー

[5,500千円] め、産業廃棄物処理業者の処理状況をｽ事業等

把握等

産業廃棄物政策室 075-414-4714
担当課・係名 課・係 電話番号

循環型社会推進室 循環推進担当 075-414-4730
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

不 法 投 棄 等 防 止 対 策 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続４４，０００ 千円

１ 目 的

悪質・巧妙化する不法投棄等に対して、監視・指導体制の強化を

図るとともに、府民ぐるみで早期発見体制を確立し、不法投棄を許

さない京都府づくりを進める。

事 業 内 容

２ 事業内容

（１） 悪質・巧妙化する不法投棄の監視・指導の強化目 的

① 悪質な不法投棄事案に対して、機動班特別チーム（機動班Ｓ

対 象 Ｔ）が集中的な対処を行う。

② 産業廃棄物不法投棄等監視員による休日も含めた監視の充実

方法等 ・強化を図る。

（２） 府民と一体となった取組の推進

産業廃棄物不法投棄情報ダイヤルによる府民と一体となった不

法投棄の早期発見

担当課・係名 不法投棄等特別対策室 課・係 電話番号 075-414-4227
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

農林水産部

土木建築部

地 球 温 暖 化 対 策 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規・継続５４２，３６５ 千円

１ 目 的

「 （ ）」京都府地球温暖化対策条例及び 地球温暖化対策プラン １７年度版

に基づき、実効性の高い地球温暖化対策を推進する。

２ 事業内容

（ ）事 項 事業概要 所要額 千円
２１，５００中小企業地球温暖化 中小企業の地球温暖化対策を総合的に促

進するため、温室効果ガスの排出抑制に事 業 内 容 対策応援事業費
資する設備導入等を支援

５，０００地球温暖化対策推進 条例に基づく部門別の削減計画を策定
計画策定事業費

１６，８４０京と地球の共生推進 「京都府地球温暖化防止活動推進センタ
ー」及び「京都府地球温暖化防止活動推事業費
進員」の活動を支援目 的

２，０００みどりの屋根づくり 屋上緑化の普及啓発を図るため、小規模
な府民向け施設を対象に府民参画による対 象 推進事業費
屋上緑化整備を推進

３，１００方 法 等 ｢風のプロジェクト｣ 丹後地域における風力発電普及のための
支援及び府民参加型の風力発電施設設置推進費
に向けた取組を推進

１，３００地球温暖化対策人材 「エコカーマイスター 「エコドライブ」、
推進員 「省エネマイスター」の育成に育成事業費 」、
向けた認定講習を実施

１２，５００地球にやさしい府庁 「地球にやさしい府庁プラン」を効果的
に推進するため、大口エネルギー消費機プラン（仮称）推進
関における省エネ対策の具体的手法を検事業費
討

５００環境マネジメント推 府実施の環境マネジメントシステム
の推進等進事業費

１，５００エコライフ推進事業 家庭等における省エネの一層の取組を促
すため、インターネット環境家計簿を利費
用したイベント等を実施

２７，０００産業廃棄物発生抑制 減量化・リサイクルシステムの技術開発
等に対する補助をはじめ、グリーン購入等促進事業費
の普及やゼロエミッションの活動を促進

２１，０００環境にやさしいウッ ウッドマイレージ認証事業の対象を間伐
材から一般材まで拡大し、間伐材の流通ドマイレージ認証木
促進の支援等を実施材推進事業費

１５，０００京都モデルフォレス 豊かな緑を守る条例制定を受け、府民参
加による森づくりの推進と小規模な開発ト創造事業費
に対する協議制度を導入

４１５，１２５住宅資金融資対策費 住宅の断熱構造化工事や太陽光発電シス
テム設置工事など環境配慮住宅の建設 改・
修に対する低利融資を実施

企画環境部 075-414-4708地球温暖化対策プロジェクト 企画調整担当

担当課・係名 農林水産部 緑の公共事業推進 課・係 電話番号 075-414-5015プロジェクト

土木建築部 住宅課 計画係 075-414-5358

共通 － 20



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

中小企業地球温暖化対策応援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規２１，５００ 千円

１ 目 的

中小企業の地球温暖化対策を総合的に促進するため、環境マネジ

メントシステム等の導入を促進するとともに、温室効果ガスの排出

抑制に資する設備導入に対して支援する。

事 業 内 容

２ 事業内容

(1) 環境マネジメントシステム等の導入を図るとともに、省エネル

目 的 ギー又は石油代替エネルギーによる温室効果ガスの排出抑制に資

する設備導入を計画する中小企業を公募し、波及効果が高いと認

対 象 められるものに対して助成する。

方法等 (2) 設備導入による温室効果ガスの削減量実績をもとに、試行的に

排出量取引を実施する。

３ 補助制度の概要

中小事業者
補助対象事業者

（※ 条例の報告義務対象事業者を除く）

①省エネルギー、石油代替エネルギーによる温室

補 助 対 象 効果ガス排出抑制設備費

例）ボイラー等燃料系統の転換（石油・石炭か

ら天然ガスへ）等

②環境マネジメントシステム取得費

補 助 率 等 １／３（補助上限 3,000千円）

対象事業者に環境マネジメントシステムの取得と
備 考

併せてグリーン購入の導入を促進。

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4708地球温暖化対策プロジェクト 企画調整担当

共通 － 20-1



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

地球温暖化対策推進計画策定事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５，０００ 千円

１ 目 的

京都府地球温暖化対策条例で定めた温室効果ガスの削減目標を達

成するため、部門別の削減目標等を定めた「地球温暖化対策地域推

進計画」を策定する。

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的 ・削減目標を設定するための資料収集・調査（事業所、府民に対す

る取組状況調査等）

対 象 ・調査結果等を踏まえた施策効果の数値評価

・部門別の温室効果ガスの排出実態及び予測の算定

方法等 ・部門別目標、取組の方向等を定めた計画の策定

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4708地球温暖化対策プロジェクト 企画調整担当

共通 － 20-2



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

京 と 地 球 の 共 生 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１６，８４０ 千円

１ 目 的

府民、環境団体、事業者、行政等のパートナーシップを強化し、

地域における温暖化対策を一層推進するため、「京都府地球温暖化

防止活動推進センター」及び「京都府地球温暖化防止活動推進員」

事 業 内 容 の活動を支援する。

２ 事業内容

目 的

「京都府地球温暖化防止活動推進センター」に対し、府民・各団

対 象 体に対する情報提供、相談・助言、地域・団体の連携や取組を誘導

するための事業や、「京都府地球温暖化防止活動推進員」の活動を

方法等 支援する事業を委託する。

・府民からの相談に応じるための常設相談窓口の設置

・インターネット等による府民への情報提供

・地球温暖化に関する環境学習会の開催

・様々な活動主体を対象にした交流会の開催 等

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4708地球温暖化対策プロジェクト 企画調整担当

共通 － 20-3



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

みどりの屋根づくり推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２，０００ 千円

１ 目 的

「建築物等の緑化義務化」を含む京都府地球温暖化対策条例の制

定を受け、広く府民の理解を得ていくため、府民参画による屋上緑

化のモデル的取組に対し支援を行う。

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的 ① モデル施設への助成

府民が利用する民間施設（保育園や福祉施設など）における屋上

対 象 緑化の事業計画を公募し、府民参画によるモデル的な取組を選定し

助成を行う。

方法等

② 普及啓発への活用

モデル施設について、屋上緑化の事例として広く普及啓発に活用

する。

３ 補助制度の概要

(1) 補助率 ２分の１以内

(2) 補助対象 ① 府民が利用する民間施設

② 府民参画により整備

③ 環境学習の場として公開

（例）民間の保育園、福祉施設など

担当課・係名 自然・環境保全室 自然環境担当 課・係電話番号 075-414-4706

共通 － 20-4



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

「 風 の プ ロ ジ ェ ク ト 」 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続３，１００ 千円

１ 目 的

京都議定書の発効を機に、地球温暖化防止対策の一層の推進を

図るため、丹後地域における風力発電普及のための支援を行うと

ともに、府民参加型の風力発電施設設置に向けた取組を推進する。

事 業 内 容

２ 事業内容

事 項［予算内訳］ 概 要

目 的 (1) うみかぜ風力エネル ■丹後地域の住宅等における小型風

ギー普及モデル支援事 力発電施設のモデル設置に対する

対 象 業費［2,100千円］ 支援・助成

(2) きょうと・みんなの ■府民参加型の風力発電施設の設置

方 法 等 風車プロジェクト事業 ・運営に関する仕組みづくりの検

費 ［1,000千円］ 討

※ (1)、(2)とも「京都府地球温暖化防止活動推進センター」との

協働により実施

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4831地球温暖化対策プロジェクト 推進担当

共通 － 20-5



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

地球温暖化対策人材育成事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１，３００ 千円

１ 目 的

京都府地球温暖化対策条例に基づき、一定規模以上の事業者に設

置を義務づけている事業所において、温暖化対策を推進する者の育

成を図り、環境性能の高い製品の販売や事業活動を通じて省エネル

事 業 内 容 ギー等を促進する。

事業内容２

目 的

エコカーマイスター」、「エコドライブ推進員」及び「省エネ「

対 象 マイスター」を育成するための認定講習会を開催する。

方法等 ○エコカーマイスター

自動車販売事業者の販売員が、購入者に自動車環境情報を適切

に説明することを推進する者

○エコドライブ推進員

事業者が管理する自動車等の運転手がエコドライブを行うこと

を推進する者

○省エネマイスター

家電製品等を販売する事業者の販売員が、購入者に電気機器等

に係る省エネルギー性能について適切に説明することを推進する

者

担当課・係名 地球温暖化対策プロジェクト 推進担当 課・係 電話番号 075-414-4831

共通 － 20-6



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

地球にやさしい府庁プラン（仮称）推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１２，５００ 千円

１ 目 的

京都府地球温暖化対策条例の制定を踏まえ、府自身が率先して温

室効果ガスの排出抑制等を図るため、「地球にやさしい府庁プラン

（仮称）」に基づき、エコオフィス活動の拡大やエネルギー大量消

事 業 内 容 費施設での重点的な取組などの戦略的取組を推進する。

２ 取組内容

目 的 (1) 府施設における空調機器の省エネルギー改修・更新（府立医大

附属病院）、ガス空調機の更新（洛南病院）、信号機のＬＥＤ化

対 象 （警察本部）などのハード面での整備や、環境マネジメントシス

テムの導入などソフト面での取組を推進（別途当初予算措置）

方法等

(2) 府施設のうち、エネルギー大量消費施設における省エネルギー

対策に係る具体的手法の検討

３ 取組目標

温室効果ガス総排出量の削減

△１０％超（2010年度／1990年度）

担当課・係名 環境政策室 企画担当 課・係 電話番号 075-414-4704

共通 － 20-7



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

環境マネジメント推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５００ 千円

１ 目 的

本府における環境マネジメントを推進するとともに、府内の中小

企業を対象とした「環境マネジメント推進セミナー」を開催する。

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的 ① 環境マネジメントの推進

府実施の環境マネジメントの適切な運用管理、推進を図る。

対 象

② 環境マネジメント推進セミナーの開催

方法等 経済界（京都商工会議所、京都工業会）と行政（京都府、京都

市）が一体となり、府内の中小企業を対象に、環境マネジメント

システムの導入を促進するための「環境マネジメント推進セミナ

ー」を開催する。

担当課・係名 自然・環境保全室 指導担当 課・係 電話番号 075-414-4707

共通 － 20-8



平成１８年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

エコライフ推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１，５００ 千円

１ 目 的

家庭等における省エネの一層の取組を促すため、既存のインター

ネット環境家計簿の改良やインターネット環境家計簿を活用したイ

ベントを実施することにより、府民の地球温暖化防止の意識啓発を

事 業 内 容 図る。

事業内容２

目 的 ○ エコライフ診断事業（インターネット環境家計簿の利用促進）

インターネット環境家計簿の利用を促進するため、府民ニーズ

対 象 に応じた利便性の向上、取組メニューの拡大等を図る改良を行

う。

方法等

○ エコライフ促進・意識啓発事業（府民の意識啓発、取組拡大）

インターネット環境家計簿を活用し、家庭等で簡単に取り組め

るイベントを実施する。

・「親子エコライフチャレンジ」

夏休み期間を利用し、インターネット環境家計簿を活用した

家庭での取組の拡大を図る。

・「ワンデーエコライフチャレンジ」

「京都地球環境の日」である２月１６日に、府民がインター

ネット環境家計簿等を活用し、一斉に地球温暖化防止に取り組

むイベントを実施する。

担当課・係名 地球温暖化対策プロジェクト 推進担当 課・係 電話番号 075-414-4831

共通 － 20-9



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

）事 業 名 （一部再掲産業廃棄物発生抑制等促進事業費

予 算 額 新規・継続の別 継 続２７，０００ 千円

１ 目 的

京都府産業廃棄物税条例に基づく税収を活用し、産業廃棄物の発

生抑制やリサイクルに対する取組を促進するとともに、環境産業の

育成にもつなげる。

事 業 内 容

２ 事業内容

事 項 [予算内訳] 概 要

目 的 ■大学・企業との産学共同による産業廃棄物①産業廃棄物減量推

の減量化･リサイクルシステム等の技術開進事業

対 象 [ 21,000千円 ] 発、産業廃棄物を使用した商品の開発等に

対する補助

方法等 ■リサイクル市場の拡大を目指すグリーン購②リサイクル型社会

入の普及促進と京都版環境ラベル制度導入活性化等支援事業

[ 6,000千円 ] のための研究

■企業におけるゼロエミ シ ン活動を育成･支援ッ ョ

するため、環境アドバイザーの派遣 等

産業廃棄物政策室 075-414-4714
担当課・係名 課・係 電話番号

循環型社会推進室 循環推進担当 075-414-4730

共通 － 20-10



平成１８年度 当初予算案主要事項説明
農林水産部

緑の公共事業費
事 業 名

環境に優しいウッドマイレージ認証木材普及事業費

予 算 額 新規・継続の別 継 続２１，０００ 千円

１ 趣 旨

京都府産認証木材の利用と流通を促進し、輸送過程の二酸化炭

素の排出量を抑制するとともに間伐等の森林整備を促進すること

により、府民レベルで森林を守り地球温暖化防止対策を推進する

仕組みを確立する。

２ 事業概要

① 認証木材普及事業事業内容

ウッドマイレージＣＯ 認証制度の対象を間伐材から木材全般へ拡２

目 的 大することに伴う府民及び事業者等への普及並びに体制整備

② 間伐等素材生産コスト削減推進事業対 象

方 法 等 認証木材製品に加工される間伐材等を低コストで生産する体制を

構築する森林組合等に対して助成

３ 事業主体

①；府等 ②；森林組合等

４ 補 助 率

②；１／２

５ 雇用見込人数

８人

注）ウッドマイレージＣＯ とは２

木材輸送過程のエネルギー消費を少なくし環境にやさしい木の利用を

促進するため、木材産地からの輸送形状（原木、製品 、及び輸送手段）

（自動車、鉄道、船舶等）ごとの距離に応じて排出される二酸化炭素の

量と、当該木材の材積を乗じて得られる指数

林務課林産振興担当 075-414-5011
担当課・係名 課・係 電話番号

林務課普及指導支援室 075-414-5005

共通 － 20-11



平成１８年度 当初予算案主要事項説明
農林水産部

緑の公共事業費
事 業 名

京都モデルフォレスト創造事業費

予 算 額 新規・継続の別 継 続１５，０００ 千円

１ 趣 旨

、 、 、 、 、森林所有者 地域住民やボランティア団体 ＮＰＯ 企業 大学

行政等が連携し、府民ぐるみで森林を守り育てるモデルフォレスト

の運動を展開していくため 「豊かな緑を守る条例」の制度を活用、

し、地域の森林づくりを進めるための仕組みづくりや多様な取組の

支援、府民や企業等の参加の促進等を図る。

２ 事業概要

① モデルフォレストネットワークづくり事業

多様な主体の参画による「地域協議会」を設置し、地域ごとの多様な

事業内容 活動を推進するとともに 「広域ネットワーク組織」を設置し、情報の、

発信や団体の交流等を推進する。

② 府民参画促進事業目 的

対 象 条例に基づく重点区域内でのモデル的、実験的な取組を推進するとも

方 法 等 に、協定に基づく森林内活動を行う団体への支援や基礎的な安全講習等

の実施により、府民や企業参加の森林の利用・保全活動を広げる。

③ 人材育成事業

「里山整備マイスター」等を通じた活動団体への技術指導等を行うと

ともに、地域の多様な活動をコーディネートする人材を育成する。

④ 活動フィールド保全事業（新規）

小規模開発等の状況を的確に把握することにより、条例に基づく開発

、 。計画の協議制度の実効性を高め 円滑なボランティア活動等を推進する

⑤ 森林利用保全促進事業（新規）

市町村による重点区域候補地の調査を支援するとともに、森林利用保

全計画の策定に向けた合意形成を図る。

３ 事業主体 府、市町村等

林務課計画指導担当 075-414-5002
担当課・係名 課・係 電話番号緑の公共事業推進プロジェクト 075-414-5015
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

土木建築部

住宅資金融資対策費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続４１５，１２５ 千円

１ 目 的

地球温暖化防止に効果があるなど良質な住宅の普及を図るため、

建設・改修工事に対する低利融資を実施する。

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的 住宅改良資金融資

対 象 対 象 一般リフォーム (450万円)

(融資限度額) ２１世紀リフォーム (350万円)

方法等

うち ２１世紀リフォーム

地球温暖化 環境共生型

対策関連 ・太陽光発電システム設置工事

・断熱構造化工事 など

利 率 １．８％ ※

償 還 期 間 １０年以内

※平成１８年１月現在

※他に府内産木材住宅建設等を対象とする住宅建設資金融資を

実施

担当課・係名 住宅課 計画係 課・係 電話番号 075-414-5361

共通 － 20-13



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部、企業局

京都エコエネルギープロジェクト推進費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続９，４７１ 千円

１「京都エコエネルギープロジェクト」の実施

（１）趣 旨

脱温暖化社会の構築を目指し､風力､太陽光、バイオガス、燃料電池

などの新エネルギーの適正な組合せによる需給制御技術等の実証研究

を民間企業等と共同して実施

※ （独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ技術開発機構）

の全国公募型委託研究「新エネルギー等地域集中実証研究」(１５～１９事 業 内 容

年度の５年間)の採択を受けて実施

（２）場 所 京丹後市

目 的

（３）内 容

対 象 ① 実証研究の総合調整・サポート

② 風力発電施設の運営・管理

方 法 等

２「丹後エコネットワーク」の運営

（１）趣 旨

「京都エコエネルギープロジェクト」の推進に併せて、美しい自然

や地域資源の宝庫ともいうべき丹後地域において、環境共生型の持続

可能な地域社会づくりの取組を進めるため、パートナーシップ組織

「丹後エコネットワーク」を運営

（２）メンバー

地域住民、ＮＰＯ、団体、企業、地元自治体 等

担当課・係名 地球温暖化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 推進担当 課・係 電話番号 075-414-4831

企業局建設整備室 広域整備担当 075-414-5483

企画環境 － 21



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部
農林水産部
土木建築部

『 環 』 の 公 共 事 業 費事 業 名
わ

予 算 額 新規・継続の別 新規・継続３，４０７，２９１千円

１ 目 的

平成１５年度に策定したアクションプラン「『環』の公共事業行

動計画」にもとづき、人と自然が共生する環境共生型の地域社会づ

くりを目指す公共事業を推進する。

事 業 内 容

（別添参照）２ 事業内容

目 的 (1,733,300 )環境にやさしい公共事業 千円

・道路の１．５車線的整備、低騒音舗装環

対 象 ・府営住宅ﾄｰﾀﾙﾘﾓﾃﾞﾙ（府内産材使用）の

(1,375,420 )公 環境をつくる公共事業 千円

方法等 ・京の川づくり・京の川再生事業共

・緑の河川・渓流復活事

・災害に強い森づくり など業

( 48,571 )循環をささえる公共事業 千円

・風のプロジェクト推進費

・京都エコエネルギープロジェクト など

環境と地域と住民をむすぶ「先導的プロジェクト」※

・阿蘇海水質・底質改善の覆砂事業

・大手川総合土砂管理 など ( 250,000 )千円

企画環境部 自然・環境保全室 075-414-4706

担当課・係名 自然環境担当 課・係電話番号

農林水産部 緑の公共事業推進 075-414-5015プロジェクト

土木建築部 監理課 企画調整担当 075-414-5184

共 通 － 22



（単位：千円）

天然アユが遡上する宇川の川づくり 土木 新 5,000 宇川の生態環境を保全するため、河川整備の検証と川づくり計画を策定

１．５車線的整備 土木 継 1,016,000
２車線改良、１車線改良、待避所の設置等を効果的に組み合わせることで、環境負
荷の少ない道路整備を実現

道路の低騒音舗装 土木 継 100,000
道路の透水性舗装を実施することで、車両の走行安全性の向上・道路交通騒音の
低減を図る

緊急生活道路小規模改良 土木 継 500,000 未改良区間において、現地の状況に合わせて形状変更の少ない小規模改良を実施

透過型砂防堰堤 土木 継 30,000 渓流を分断しない透過型砂防堰堤を採用し、生物環境に配慮した砂防事業を実施

緑の散策道等再生事業 土木 継 10,000 間伐材を活用し自然公園内の歩道等を整備

森のゼロエミッション治山事業 農林 継 25,000
CO2排出の少ない木製治山ダムの建設及び施工時に排出したCO2を後年度に回収
するための周辺植栽工の実施

府営住宅集会所建設（府内産材使用） 土木 継 26,300 府内産木材を活用し、府営住宅集会所を建設

府営住宅ﾄｰﾀﾙﾘﾓﾃﾞﾙ（府内産材使用） 土木 継 21,000 府内産木材を活用し、府営住宅の住戸内部を改善

小　　計 1,733,300

水辺環境整備（地域振興河川事業） 土木 継 50,000
市町村のシンボル的な河川などにおいて、河川公園等を整備することによりまちづく
り活動に寄与し、地元に愛される良好な水辺空間の整備を行う

大規模な海の森づくり 農林 継 56,782
地球温暖化の防止、海洋水質環境の維持・保全を図るため、炭素、窒素、リン等の
固定機能を有する藻場を造成する。

電線類の地中化 土木 継 130,000 無電柱化推進計画に基づき、道路の無電柱化を促進

京の川づくり事業 土木 継 71,000
山紫水明の歴史都市・京都にふさわしい水辺空間の創出を目的に、河川の環境整
備を推進

京の川再生事業 土木 継 75,000
西高瀬川の枯れ川区間に導水工事により、川の流れを再生させるとともに、沿川に
親水拠点を整備

緑の河川復活事業 土木 継 100,000 間伐材を活用した木工沈床、魚道工等の施工により河川環境を維持

緑の渓流復活事業 土木 継 30,000 間伐材を利用した木製ブロック工等により蛍等の生息する渓流を整備

公園緑地の整備 土木 継 454,435 公園緑地を整備し、良好な都市景観や快適な空間の整備を実施

自然公園の新規・拡大指定 土木 継 5,000 自然公園区域の拡大を進め、豊かな自然環境・景観の保全と利用の促進を図る

下水処理水の河川還元と水辺環境の創出 土木 継 5,000
河川流量の減少による環境への影響が生じている河川へ下水処理水を再利用し、
流量を確保

総合的雨水対策（流出抑制対策）計画検討
調査

土木 継 5,000 ヒートアイランド現象の緩和などに資する総合的な雨水対策を検討

災害に強い森づくり事業 農林 新 56,000
山村集落の生活用水等を供給する水源山地の森林を対象に、荒廃森林の整備や
治山施設の設置等を一体的に実施

安心・安全の森整備事業「公共治山」 農林 継 209,412
水源かん養や土砂流出防備など森林の持つ公益的機能を発揮させるための保安
林の改良や保育の実施

ふるさと・棚田支援事業 農林 新 7,791
「京都府中山間ふるさと保全基金」の運用益を活用した、公益的機能に係る府民理
解の獲得、人材の育成、施設の利活用、耕作放棄地の保全整備等の支援

丹後海と星の見える丘公園整備
企画
土木

継 118,000 丹後海と星の見える丘公園の園路整備等

みどりの屋上推進事業費 企画 継 2,000 民間施設における屋上緑化のﾓﾃﾞﾙ的整備に対する支援

小　　計 1,375,420

透水性舗装歩道 土木 継 36,000
雨水をアスファルト表面から地盤に浸透させることにより、ひとが利用しやすく環境の
保全に配慮した歩道整備を実施

京都エコエネルギープロジェクト推進費 企画 継 9,471
自然エネルギーの需給制御技術等の実証実験及びプロジェクトの地域活用・発
展方策の検討等

風のプロジェクト推進費 企画 継 3,100 府域における風力発電の普及に向けた先導的モデル事業を実施

小　　計 48,571

大手川総合土砂管理 土木 継 5,000
大手川（宮津市）において、総合的な土砂流出管理を図るため。治山、砂防、河川が
連携して事業を実施

天橋立の侵食対策 土木 継 50,000
河川からの流出土砂の減少や、沿岸漂砂の遮断等による砂浜の浸食を防止し、美
しい砂浜の再生を図る

天橋立保存対策事業費 土木 継 10,000 天橋立の松並木を保護・育成し景観を保全

海岸侵食対策事業 土木 継 70,000
老朽化した護岸を修築し、塩害防止と合わせて天橋立を望む良好な海浜空間を創
造

海岸環境整備事業 土木 継 75,000 遊歩道等の整備により、景勝地にふさわしい景観を創造し、海浜利用促進を図る

阿蘇海水質・底質改善の覆砂事業 土木 継 40,000
閉鎖性水域である阿蘇海において、海底に堆積したヘドロ層からの汚濁物質の溶出
を抑制し、水質浄化を図る

小　　計 250,000

3,407,291
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平成１8年度　『環』の公共事業行動計画に基づく主要な取組一覧
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